


　皆さまには、日頃より東邦銀行をご利用、お引き立ていただきまして、

誠にありがとうございます。�

　さて、わが国経済は、海外経済の拡大を背景にした輸出の伸びや、高

水準の企業収益を背景とした設備投資が増加を続けているほか、企業部

門の好調が雇用・所得・個人消費にも波及するなど、回復基調を維持して

おりますが、当行が主たる営業基盤としている福島県内の経済につきま

しても、中央の経済回復基調に対して若干の遅れが感じられるものの、

生産活動や雇用情勢面において改善が進むとともに、個人消費について

も底堅さを増すなど、着実に回復基調へと軸足を移しつつあります。�

　こうした中で、当行は地域金融機関としての役割を踏まえ、多様化・高度化するお客さまのご要

望にお応えするため、投資信託を中心とした金融商品の充実、インターネットバンキングシステム

の稼働、個人向けローン専門店の拡充等、利便性を追求した商品・サービスのご提供、さらには、経

営支援・事業再生、創業・新事業支援等、地域経済の活性化に向けた取組みを積極的に展開してお

ります。�

　また、当行は、平成18年4月より「トップライン強化プラン」「地域活力サポートプラン」「働きが

い倍増プラン」「ガバナンス強化プラン」を重点プランに掲げた新たな中期経営計画「TOHO躍進

プラン2006」をスタートさせました。�

　本計画を着実に実行し、地域における存在感・企業価値を向上させることにより、お客さま・地域

からの信頼に応え、市場・株主の皆さまからも高く評価される金融グループを目指してまいります。�

　東邦銀行は、今後とも、地域のお客さまのご要望に即した満足度の高い金融サービスの提供に

努めますとともに、皆さまとともに歩む地域のリーディングバンクとして、地域社会の持続的発展

に貢献してまいります。�
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●東邦銀行の考え�

●東邦銀行の計画�

●損益の状況�
●総預金と貸出金の状況�

●不良債権の状況�
●地域経済活性化への取組み�
●地域のお客さまの利便性向上に向けた取組み�
●地域貢献活動�

● 17年度決算のご報告�
●グループの17年度決算のご報告�
● THE TOHO BANK NOW�
●株式についてのご案内・役員�
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銀行経営の健全性を測る上で重要な指標

となっている自己資本比率（単体）は

10.61％となり、国内基準の4％を大き

く上回っています。�

また、Tier1比率（コアの自己資本比率）

は8.61％となっております。�

●自己資本比率●�
自己資本比率は銀行の信用度、健全性を示す重要な指標です。海外で業務
を営む銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように国内のみで業務を営
む銀行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。�

●Tier1比率●�
自己資本比率における自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金の基本的項
目（Tier1）と、一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier2）とに区分されます。
Tier1比率は、補完的項目（Tier2）を除くコアの自己資本比率と言えます。�

経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切です。

「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関が企

業の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表したものです。

最近では、企業の安全性を客観的に評価した指標として、広

く知られるようになっております。�

当行は、日本格付研究所から「A」の長期優先債務格付けを、ま

たスタンダード＆プアーズ社より「A－」の長期発行体格付

けを取得しており、いずれも投資適格水準となる評価を得

ております。�

前期末比�

0.34ポイント�
上昇�

前期末比�

586億円�
増加�



　「地域を見つめ、地域とともに歩み、総合的な金融サービスをもって“ふくしま”の

発展とお客さまの豊かな暮らしづくりのために力を尽します。」�

　これは私どもが掲げている企業理念の一つ「社会的使命」であり、地域のお客

さまとのリレーションシップ（信頼関係）を築き幅広い金融ニーズにお応えすること

こそが、福島県のリーディングバンクとしての役割であり使命であると考えています。�

　お客さまの視点に立ち、最適かつ有益な情報をご提供する、さらには付加価値の

高い金融サービスをご提供する。これらのことを通じて、東邦銀行は地域活性化、そ

して地域経済の発展に貢献してまいります。�

　当行では、平成3年11月の創立50周年時に掲げた以下の企業理念に基づいた経営を心がけております。�

　当行役職員一人ひとりがこの企業理念に沿って行動することを通じて、お客さま・地域からの信頼に応

え、また、市場・株主の皆さまからも高く評価される「２１世紀のベスト・リージョナルバンク（最も優れた

地域金融機関）」を目指してまいります。�



　当行は平成18年4月より計画期間を3年間とする新たな中期経営計画「TOHO躍進プラン2006」

をスタートさせました。�

　当行の“存在感”すなわち企業価値の向上に向け4つの重点プランを設定し、常に「お客さまの目線」

を忘れることなく、全役職員が一丸となって本中期経営計画の実行に取組み、“21世紀のベスト・リージ

ョナルバンク”を目指してまいります。�

〈メインテーマ〉�

「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて�
～150週の挑戦～�

お客さま・地域からの信頼に応え、�
市場・株主の皆さまからも高く評価される金融グループ�

●県内貸出金シェア……… 40％目指す�
●消費者ローン残高……… 6,000億円�
●投資商品残高…………… 6,000億円�

●当期純利益…………………… 75億円�
●コア実質業務純益………… 170億円�
●ROE………………………… 6％程度�
●自己資本比率……………… 11％程度�

目指すべき銀行像（長期ビジョン）�

計数的な計画（最終年度）�

重点プラン�

経営指標（最終年度目標）�

株主の皆さま� お客さま� 地　域� 市　場�

中期経営計画�

【計画期間：平成18年4月1日～平成21年3月31日】�

○マーケット別営業力強化戦略�

○チャネル、商品、　　
　手数料強化戦略�

○マーケット運用強化戦略�

○CS重視の事務処理体制
　推進戦略�

○関連グループ連携強化戦略�

※トップライン�
強化プラン�

○経営支援・事業再生�
　推進戦略�

○利用者の利便性向上戦略�

○地域密着型金融推進戦略�

地域活力�
サポートプラン�

○活力ある企業風土確立�
　戦略�

○営業店自主性発揮戦略�

働きがい倍増�
プラン�

○法令等遵守態勢の充実・強化�

○説明態勢・苦情・相談処理
　機能等の充実・強化�

○リスク管理態勢の充実・強化�

○内部統制システムの強化�

○配当戦略の見直し�

※ガバナンス�
強化プラン�

※トップライン強化…お客さまとの関わりを持つ営業の第一線の強化等を通し、資金利益や役務取引利益等、業務粗利益の拡大を目指すこと。�
※ガバナンス…企業統治。企業経営をどのように管理していくかということ。�



�
事業再生・中小企業金融の円滑化�

　「事業再生」、「取引先企業への支援」、「新たな業種や企業への支援」等を通じ、福島県経済

の活性化に貢献するとともに、お客さまへの説明態勢の整備や苦情相談処理機能の強化にも

積極的に取組んでまいります。�

�
経営力の強化�
　ガバナンスの強化を通じた「法令等遵守態勢」、「リスク管理態勢」の高度化と店舗を含めた

経営資源の適正配分や人材ポートフォリオ（適正配置）の再構築等により、収益性や健全性等、

経営力の強化に取組んでまいります。�

�
地域の利用者の利便性向上�

　地域の利用者の利便性の向上に向け、お客さまの声を適切に業務に反映させる体制を整備

するとともに、積極的な情報開示等を通じお客さまの満足度を重視した取組みを推進してまい

ります。　　　　�

　当行は、平成17年3月に金融庁より公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関する

アクションプログラム」に基づき「地域密着型金融推進計画」を策定いたしました。「事業再生・

中小企業金融の円滑化」「経営力の強化」「地域の利用者の利便性向上」を3つの柱に、今まで

以上に地域の特性やお客さまのニーズに配慮した取組みを進めてまいります。�

　なお、本計画の実行を確実なものとするために、中期経営計画「TOHO躍進プラン2006」

の重点プラン「地域活力サポートプラン」における重点課題の一つとして設定しております。�

○東邦銀行は、福島県経済の活性化に向けてお取引先企業の支援に全力で取組みます。�

○東邦銀行は、地域のみなさまの声に迅速かつ適切にお応えできるよう全力で取組みます。�

○東邦銀行は、収益性や健全性の向上など経営力の強化に全力で取組み、みなさまの信頼に�
　お応えしてまいります。�



　当期も資金運用利回りの低下が続き、引き続き厳しい収益環境にある中、貸出金の増強、役務取引

等収益の拡大、経費の削減に努めました。その結果、本業での利益を示すコア実質業務純益は、前期

並の水準を確保することができました。�

　さらに、経営支援・事業再生への積極的な取組みを通した資産の健全化、不良債権の発生防止に努

めた結果、不良債権処理額が前期比大幅に減少したことなどから、経常利益、当期純利益はともに増

益となりました。�

平成18年3月期の決算はどうでしたか？�



●総預金・預かり資産

　お客さまの多様な資金運用ニーズにお応えするため、預金に加え、公共債・投資信託・保険商品な

どの販売に積極的に取組み、より質の高い金融サービスの提供に努めました。その結果、譲渡性預金

を含めた総預金は前期末比206億円減少し2兆5,756億円となりましたが、公共債・投資信託・個

人年金保険を対象とした預かり資産残高は前期末比793億円増加し3,301億円となり、総預金を

加えた預かり資産全体では大幅に増加しております。�

●貸出金�

　地域金融機関として地元中小企業に対する資金供給の円滑化や事業再生支援に積極的に取組む

とともに、住宅ローンを中心とした個人のお取引先向け融資の増強などに注力した結果、貸出金は

前期末比1,137億円増加し1兆8,844億円となりました。�

総預金と貸出金の状況はどうでしたか？�

25,000�
（2.5兆円）�



不良債権の状況はどうなっていますか？�

　金融再生法に基づく資産査定の結果、貸出金・支払承諾見返等の総与信のうち正常債権以外の債権

は前期末比181億円減少し1,023億円（注）となっています。これらの債権については、担保等により

保全を図るとともに、必要な部分については貸倒引当金により十分な引当を行い健全性の確保に努め

ています。�

（注）なお、当行では部分直接償却を実施していませんが、実施した場合は744億円となります。�

不良債権比率�
�
部分直接償却を実施した
場合の不良債権比率�

（参考）�





  

土・日曜／10：00～16：00
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